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Ⅰ 介護予防・日常生活支援総合事業等（地域支援事業）の実施状況に関する調査

について 

 

１．調査の目的 

 この調査は、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施状況を把

握し、総合事業等の円滑な運営及び改善に向けて必要な基礎資料を得ることを目的としたも

のである。 

 

２．調査の対象 

 調査の対象は、全国の市町村（特別区を含む。以下「市町村」という。）。 

 

３．調査の時期 

令和５年８月に調査票を配布し、令和４年度の実施状況について調査した。 

 

４．主な調査事項 

（１）介護予防に資する住民主体の通いの場の展開状況 

 ①介護予防に資する住民主体の通いの場の展開状況 

 

（２）一般介護予防事業 

 ①介護予防把握事業 

 ②介護予防普及啓発事業 

 ③地域介護予防活動支援事業 

 ④一般介護予防事業評価事業 

 ⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

 

（３）介護予防・生活支援サービス事業等 

 ①介護予防・生活支援サービス事業 

 ②生活支援体制整備事業 

 

５．調査の回答状況 

 全国の市町村 1,741市町村（1,571保険者）1が回答。 

  

６．調査の系統 

 厚生労働省          都道府県         市町村 

厚生労働省から都道府県を通じて市町村に調査を依頼し、市町村から厚生労働省へ提出。 

 

７．結果の集計 

 厚生労働省老健局老人保健課において集計。 

 
1 平成 23年度調査までは、保険者単位で調査したが、平成 24年度調査以降は、市町村単位で調査した。 
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Ⅱ 調査結果の概要 

１．介護予防に資する住民主体の通いの場の展開状況 

 

（１）介護予防に資する住民主体の通いの場の概要 

「介護予防に資する住民主体の通いの場（以下「通いの場」という。）」として、市町村が把

握しているもののうち、次の条件に該当し、令和４年度中の任意の１ヶ月の状況を活動会場

毎に集計した。なお、例年、「可能ならば、３月時点の状況」としているところだが、今回の調

査では、新型コロナウイルス感染症への対応状況等を踏まえ、市町村において把握可能な

時点の状況で構わないこととした。また、新型コロナウイルス感染症の影響など、事情により

開催できなかった月があった場合でも、令和４年度中の通常開催している任意の月の状況と

して、月１回以上開催していれば計上することとした。（資料編 P2～8） 

 

【介護予防に資する住民主体の通いの場】 

① 体操や趣味活動等を行い介護予防に資すると市町村が判断する通いの場であること。 

② 住民が主体的に取り組んでいること（運営主体は、住民に限らない）。 

③ 通いの場の運営について、市町村が財政的支援（地域支援事業の一般介護予防事業、

地域支援事業の任意事業、市町村の独自事業等）を行っているものに限らない。 

※月 1回以上の活動実績がある通いの場について計上すること。 

※「主な活動内容」及び「参加者実人数」を把握している通いの場を計上すること。 

 

＜通いの場の概要＞ 

令和４年度における通いの場は、1,699市町村で活動実績があり、箇所数は 145,641箇所

であった。（表 1、図 1-1-a、図 1-2-a）（資料編 P2） 

通いの場の主な活動内容は、「体操（運動）」が最も多く、78,510箇所（53.9％）で実施して

いた。次いで、「趣味活動」30,198箇所（20.7％）、「茶話会」18,916箇所（13.0％）、「認知症予

防」5,186箇所（3.6％）、「会食」3,959箇所（2.7％）の順で実施していた（図 1-2-a、図 1-2-b）

（資料編 P4）
2。また、主な活動内容のうち、上位 2つめ3は、「認知症予防」が 14,364箇所

（25.0％）と最も多く、次いで、「茶話会」13,084箇所（22.8％）、「趣味活動」12,185箇所

（21.2％）、「体操（運動）」7,160箇所（12.5％）、「生涯学習」3,079箇所（5.4％）の順で実施して

いた（図 1-2-c、図 1-2-d）（資料編 P5） 

主な運営主体は、「住民団体」が最も多く、102,608箇所（70.5％）であった。次いで、「住民

個人」26,197箇所（18.0％）、「社会福祉協議会」6,659箇所（4.6％）の順であった。（図 1-3-a、

図 1-3-b）（資料編 P2） 

また、主な活動場所は、「公民館・自治会館・集会所」が最も多く、121,031箇所（83.1％）で

あった。（図 1-4-a、図 1-4-b）（資料編 P3） 

開催頻度は、「週 1回以上」が最も多く、56,622箇所（38.9％）であった。（図 1-5-a、図 1-

5-b）（資料編 P6） 

 
2 平成 29年度調査から活動内容として「その他」が追加されている。 

3 令和 2年度調査から、活動内容として複数を組み合わせて実施している場合、最も活動目的が近いもの又は活動時

間を費やしているものを「１つめ」、その次のものを「２つめ」として計上することとした。 
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表 1 通いの場の有無 

   

 

図 1-1-a 通いの場の有無別の市町村数 

 

 

図 1-1-b 通いの場の有無別の市町村数（構成比） 
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図 1-2-a 主な活動内容別の通いの場の箇所数 

 
※ 令和 2～4年度については、主なもの上位２つまでのうち１つめ。 

 

図 1-2-b 主な活動内容別の通いの場の箇所数（構成比） 

 
※ 令和 2～4年度については、主なもの上位２つまでのうち１つめ。 

 

図 1-2-c 主な活動内容（主なもの上位 2つまでのうち２つめ）別の通いの場の箇所数 

 

 

図 1-2-d 主な活動内容（主なもの上位2つまでのうち２つめ）別の通いの場の箇所数（構成比） 

 

 

 

 

56,366

66,991

63,881

69,174

体操（運動）

78,510

5,032

4,658

3,032

3,256

会食

3,959

20,276

24,239

17,523

18,085

茶話会

18,916

4,466

5,313

4,541

5,034

認知症予防

5,186

18,068

22,906

18,787

20,488

趣味活動

30,198

農作業 306

1,833

2,969

生涯学習

2,654

ボランティア活動 2,410

就労的活動 62
多世代交流 344

2,558

4,661

2,526

2,499

その他

3,096

106,766

128,768

113,882

123,890

145,641

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

（箇所数）

52.8%

52.0%

56.1%

55.8%

体操（運動）

53.9%

4.7%

3.6%

2.7%

2.6%

会食

2.7%

19.0%

18.8%

15.4%

14.6%

茶話会

13.0%

4.2%

4.1%

4.0%

4.1%

認知症予防

3.6%

16.9%

17.8%

16.5%

16.5%

趣味活動

20.7%

農作業 0.2%

1.6%

2.4%

生涯学習

1.8%

ボランティア活動 1.7%
就労的活動 0.0%

多世代交流

0.2%

2.4%

3.6%

2.2%

2.0%

その他

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

体操（運動）

7,160
会食

2,016
茶話会

13,084
認知症予防

14,364
趣味活動

12,185

農作業 163

生涯学習

3,079

ボランティア活動

2,015

就労的活動 48

多世代交流 799

その他

2,560
57,473

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

令和4年度

（箇所数）

体操（運動）

12.5%
会食

3.5%
茶話会

22.8%
認知症予防

25.0%
趣味活動

21.2%

農作業 0.3%

生涯学習

5.4%

ボランティア活動

3.5%

就労的活動 0.1%

多世代交流 1.4%

その他

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和4年度



5 

 

図 1-３-a 主な運営主体別の通いの場の箇所数 

 
 

 

図 1-３-b 主な運営主体別の通いの場の箇所数（構成比） 

 

 

 

図 1-4-a 主な活動場所別の通いの場の箇所数 

 

 

 

図 1-4-b 主な活動場所別の通いの場の箇所数（構成比） 
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図 1-5-a 開催頻度別の通いの場の箇所数 

 

 

図 1-5-b 開催頻度別の通いの場の箇所数（構成比） 
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＜通いの場の参加者概要＞ 

参加者実人数4は 2,227,658人であり、高齢者人口5の 6.2％が通いの場に参加していた。 

このうち、週 1回以上開催している通いの場の参加者実人数は、842,699人（高齢者人口

の 2.3％）であった。（図 2-1、図 2-2）（資料編 P6） 

なお、主な運営主体が住民（住民個人または住民団体）の通いの場では、参加者実人数

は 1,956,168人（高齢者人口の 5.5％）であり、このうち、週 1回以上開催している通いの場の

参加者実人数は 760,181人（高齢者人口の 2.1％）であった。（図 2-3、図 2-4）（資料編 P6） 

 

図 2-1 通いの場への参加率（都道府県別） 

 
通いの場への参加率＝通いの場※の参加者実人数／高齢者（65歳以上）人口 

※月１回以上の活動実績がある通いの場（具体的な開催頻度を「把握していない」含む） 

図 2-２ 通いの場（週 1回以上開催の通いの場）への参加率（都道府県別） 

 
週 1回以上開催の通いの場への参加率＝開催頻度が週 1回以上の通いの場の参加者実人数／高齢者（65歳以上）人口 

 
4 参加者実人数は、活動会場毎に参加者の実人数を計上し、参加者実人数の合計がゼロ又は参加人数不明の場合は集計

から除外した。 

 同一の者が、異なる複数の会場に参加した場合、該当する会場それぞれに計上した。 

 一か月の中で複数回活動実績があった活動については、任意の 1回における参加者数を計上し、任意の 1回の選択に

迷う場合は参加人数が最も多い回の参加者数を計上した。 
5 高齢者人口は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和 5年 1月 1日現在）」を用いた。 
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図 2-３ 主な運営主体が住民（住民個人または住民団体）の通いの場への参加率（都道府県別） 

 
通いの場への参加率＝通いの場※の参加者実人数／高齢者（65歳以上）人口 

※月１回以上の活動実績がある主な運営主体が住民（住民個人または住民団体）の通いの場（具体的な開催頻度を「把握して

いない」含む） 

図 2-４ 主な運営主体が住民（住民個人または住民団体）の通いの場（週1回以上開催の通い

の場）への参加率（都道府県別）

 

週 1回以上開催の通いの場への参加率＝開催頻度が週 1回以上の主な運営主体が住民（住民個人または住民団体）の通い

の場の参加者実人数／高齢者（65歳以上）人口 
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また、1箇所１回あたりの参加者実人数別の通いの場の箇所数は、「1～20人」が最も多く、

118,871箇所（81.6％）であった。次いで、「21～40人」が 21,831箇所（15.0％）、「41～60人」が

3,519箇所（2.4％）の順であった。（図 3-1-a、図 3-１-b）（資料編 P7） 

 

図 3-１-a 1箇所１回あたりの参加者実人数別の通いの場の箇所数 

 
 

 

図 3-1-b 1箇所１回あたりの参加者実人数別の通いの場の箇所数（構成比） 

 
 

 

＜参加者の内訳＞ 

参加者の性及び年齢階級の内訳が把握されている人数は 664,675人であった。（図 4-1-a、

図 4-2-a）（資料編 P7） 

内訳は、「男性」が 135,842 人（20.4％）、「女性」が 528,833人（79.6％）と女性が大半であ

った。年齢階級別にみると「65歳以上 75歳未満」が 184,470人（27.8％）、「75歳以上」が

480,205人（72.2％）と、後期高齢者が 3分の 2を上まわる状況であった。（図 4-1-a、図 4-1-b、

図 4-2-a、図 4-2-b）（資料編 P7） 
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図 4-１-a 把握している参加者実人数の内訳（性別） 

 
 

図 4-1-b 把握している参加者実人数の内訳（性別）（構成比） 

 

 

図 4-2-a 把握している参加者実人数の内訳（年齢階級別） 

 
 

図 4-2-b 把握している参加者実人数の内訳（年齢階級別）（構成比） 
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２．一般介護予防事業 

 

（１）介護予防把握事業 

介護予防把握事業を実施した市町村は 1,684市町村であった。 

令和４年度に実施した何らかの支援を要する者に関する情報収集の方法は、「地域包括

支援センターの総合相談支援業務との連携による把握」が 1,647 市町村（94.6％）で最も多か

った。次いで、「本人、家族等からの相談による把握」が 1,622市町村（93.2％）、「民生委員等

地域住民からの情報提供による把握」が 1,568 市町村（90.1％）、「要介護認定及び要支援認

定の担当部局との連携による把握」が 1,522市町村（87.4％）の順であった。（表 2）（資料編 P9） 

 

表 2 介護予防把握事業の実施状況と支援を要する者に関する情報収集の方法（複数回答） 

 
※1 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

 

（２）介護予防普及啓発事業 

介護予防普及啓発事業を実施した市町村は 1,695市町村（97.4％）であった。実施内容は

「介護予防教室等の開催」が最も多く、1,578市町村（90.6％）で実施していた。次いで、「パン

フレット等の作成・配布6」が 1,428市町村（82.0％）、「講演会や相談会の開催」が 835市町村

（48.0％）、「介護予防事業の実施の記録等を管理するための媒体の配布」が 614市町村

（35.3％）の順であった。（表 3）（資料編 P10） 

 

表 3 介護予防普及啓発事業の実施状況と実施内容（複数回答）7 

 
※1 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

  

 
6 パンフレット等の作成・配布は、ホームページや広報誌への掲載を行った場合も計上した。 
7 開催回数および参加延人数は市町村において把握、計上した回数・人数を集計したものである。 

要介護認定及
び要支援認定
の担当部局と
の連携による
把握

訪問活動を実
施している保
健部局との連
携による把握

医療機関から
の情報提供に
よる把握

民生委員等地
域住民からの
情報提供によ
る把握

地域包括支援
センターの総
合相談支援業
務との連携に
よる把握

本人、家族等
からの相談に
よる把握

特定健康診査
等の担当部局
との連携によ
る把握

その他市町村
が適当と認め
る方法による
把握

実施市町村数
（市町村）

1,684 1,522 1,406 1,315 1,568 1,647 1,622 1,269 448

実施率[%]※1 [96.7%] [87.4%] [80.8%] [75.5%] [90.1%] [94.6%] [93.2%] [72.9%] [25.7%]

介護予防
把握事業

実施数
（市町村数） 実施率※1 開催回数

（回）
参加延人数

（人）

1,695 97.4%

パンフレット等の作成・配布 1,428 82.0%

講演会や相談会の開催 835 48.0% 43,625 552,173

介護予防教室等の開催 1,578 90.6% 448,654

介護予防事業の実施の記録等を管理
するための媒体の配布

614 35.3%

その他 215 12.3% 86,799

介護予防普及啓発事業
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（３）地域介護予防活動支援事業 

地域介護予防活動支援事業を実施した市町村は 1,460市町村（83.9％）であった。実施内

容は「介護予防に資する多様な地域活動組織の育成・支援」が最も多く、1,108市町村

（63.6％）で実施していた。次いで、「介護予防に関するボランティア等の人材を育成するため

の研修」が 898市町村（51.6％）、「介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポ

イント付与」が 687市町村（39.5％）の順であった。（表 4）（資料編 P11） 

 

表 4 地域介護予防活動支援事業の実施状況と実施内容（複数回答）8 

 

※1 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

 

地域介護予防活動支援事業において、令和４年度に行われたボランティア等の育成に関

連した研修によるボランティア等の人材の育成数は 34,955 人、うち 65 歳以上の人数は

23,048 人（65.9％）であった。また、令和４年度を含むボランティア等の人材の累積育成人数

は 387,261人、うち 65歳以上の人数は 291,531人（75.3％）であった。（表 5）（資料編 P12） 

 

表 5 介護予防に関するボランティア等の人材の育成数9 

 

※1 割合＝65歳以上（実人数）／全体数（実人数） 

  

 
8 開催回数は市町村において把握、計上した回数を集計したものである。 
9 総合事業に移行後、介護予防・日常生活支援サービス事業、一般介護予防事業または地域介護予防活動支援事業にお

いて育成した人数を計上した。 

実施数
（市町村数） 実施率※1 開催（実施）

回数（回）
参加者実人数

（人）
参加者延人数

（人）

地域介護予防活動支援事業 1,460 83.9%

898 51.6% 9,995

1,108 63.6% 197,755

524 30.1% 424,653

687 39.5% 456,166 3,092,920

高齢者等による介護予防に資するボランティア活動に対するポイ
ントの付与

493 28.3% 190,822 928,286

自らの介護予防のため、介護予防に資する活動に参加する高齢
者等へのポイントの付与

411 23.6% 381,287 2,383,776

その他 76 4.4% 26,780

介護予防に関するボランティア等の人材を育成するための研修

介護予防に資する多様な地域活動組織の育成・支援

社会参加活動を通じた介護予防に資する地域活動の実施

介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポイント付与

令和４年度の育成人数
令和４年度を含む
累積育成人数

34,955 387,261

65歳以上(実人数） 23,048 291,531

割合［%］※1 [65.9%] [75.3%]

全体数（実人数）
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（４）一般介護予防事業評価事業 

地域支援事業交付金による一般介護予防事業評価事業を実施した市町村は 623市町村

（35.8％）であった。また、一般介護予防事業評価事業を実施していない場合に、介護予防・

日常生活支援総合事業の事業評価を実施している市町村は 586市町村（33.7％）であった。

（表 6）（資料編 P13） 

 

表 6 一般介護予防事業評価事業の実施状況 

 

※1 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

 

地域支援事業交付金による実施の有無にかかわらず、介護予防・日常生活支援総合事業

の事業評価において指標を設定している市町村は 1,294市町村（74.3％）であった。（表 7）

（資料編 P13） 

指標の内訳をみると、「通いの場の箇所数」が 1,026市町村、「65歳以上要支援・要介護

認定率」が 802市町村であった。（表 8）（資料編 P13） 

そのうち、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等による健康に関連する指標の内容を

みると、「社会参加の状況」が 470市町村、「運動機能」が 460市町村であった。（表 9）（資料

編 P14） 

 

表 7 介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価における指標の設定状況 

 

※1 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

 

表 8 介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価における指標の内訳（複数回答） 

 
※１ 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

※２ 実施率＝実施市町村数／介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価における指標設定の実施市町村数 

 

実施数
（市町村数） 実施率※1

一般介護予防事業評価事業の実施状況 623 35.8%

一般介護予防事業評価事業を実施していない場合、
介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価の実施状況

586 33.7%

実施数
（市町村数） 実施率※1

介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価
における指標の設定

1,294 74.3%

実施数
（市町村数）

実施率

（全市町村数）※1

実施率
（指標設定市町

村数）※2

通いの場の箇所数 1,026 58.9% 79.3%

通いの場の参加率 597 34.3% 46.1%

通いの場に参加する高齢者の状態の変化 563 32.3% 43.5%

65歳以上新規認定申請者数（割合） 491 28.2% 37.9%

65歳以上新規認定者数（割合） 564 32.4% 43.6%

65歳以上要支援・要介護認定率 802 46.1% 62.0%

介護予防・日常生活支援総合事業の費用額 506 29.1% 39.1%

基本チェックリストに関連する指標 411 23.6% 31.8%

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等による健康に関連する指標 522 30.0% 40.3%

健康寿命 247 14.2% 19.1%

その他 200 11.5% 15.5%
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表 9 介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価における指標のうち、介護予防・日常

生活圏域ニーズ調査等による健康に関連する指標の内訳（複数回答） 

 
※１ 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

※２ 実施率＝実施市町村数／介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等による健康に関連する指標設定の実施市町村数 

 

データの活用状況をみると、1,284市町村（73.8％）がデータ活用を実施しており、「地域包

括ケア「見える化」システム」の活用が 1,015市町村と最も多かった。（表 10）（資料編 P14） 

 

表 10 介護予防・日常生活支援総合事業の事業評価のデータの活用状況（複数回答） 

 
※１ 実施率＝実施市町村数／全市町村数 

※２ 実施率＝実施市町村数／データの活用を実施している市町村数 

 

  

実施数
（市町村数）

実施率

（全市町村数）※1

実施率
（指標設定市町

村数）※2

主観的健康観 459 26.4% 87.9%

主観的幸福感 413 23.7% 79.1%

社会参加の状況 470 27.0% 90.0%

週1回以上の外出 445 25.6% 85.2%

運動機能 460 26.4% 88.1%

口腔機能 441 25.3% 84.5%

栄養状態 428 24.6% 82.0%

認知機能 445 25.6% 85.2%

閉じこもり 432 24.8% 82.8%

うつ 420 24.1% 80.5%

その他 150 8.6% 28.7%

実施数
（市町村数）

実施率

（全市町村数）※1

実施率
（データ活用市町

村数）※2

データ活用の実施 1,284 73.8% 100.0%

地域包括ケア「見える化」システム 1,015 58.3% 79.0%

国保データベース（KDB） 838 48.1% 65.3%

市町村独自のシステム 310 17.8% 24.1%

その他 195 11.2% 15.2%
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（５）地域リハビリテーション活動支援事業 

地域リハビリテーション活動支援事業を実施した市町村は 1,272市町村（73.1％）であっ

た。（表 11）（資料編 P15） 

市町村からの専門職の派遣依頼は、理学療法士が 1,123市町村（64.5％）、作業療法士が

852市町村（48.9％）、管理栄養士・栄養士が 709市町村（40.7％）で派遣の実績があった。

（表 12）（資料編 P15） 

 

表 11 地域リハビリテーション活動支援事業の実施状況 

 

 

表 12 地域リハビリテーション活動支援事業等における市町村からの専門職の派遣依頼

の実績10 

 
 

※1 割合のうち、［%］は全市町村数に対する割合、（%）は当該専門職の派遣実績有の市町村数に対する割合である。 

※2 地域リハビリテーション活動支援事業を活用していない場合も含む。 

※3 地域リハビリテーション活動支援事業を活用した場合のみ。 

  

 
10 派遣回数は市町村において把握、計上した回数を集計したものである。 

有 無 計

実施市町村数（市町村） 1,272 469 1,741

割合［%］ [73.1%] [26.9%] [100.0%]

1,272 200 172 563 294 295 1,123 852 380 709 661 516

割合［%］※1※2 [73.1%] [11.5%] [9.9%] [32.3%] [16.9%] [16.9%] [64.5%] [48.9%] [21.8%] [40.7%] [38.0%] [29.6%]

郡市区医師会等の職能団体 109 127 368 16 53 394 327 154 280 348 75

　割合（%）※1 (54.5%) (73.8%) (65.4%) (5.4%) (18.0%) (35.1%) (38.4%) (40.5%) (39.5%) (52.6%) (14.5%)

医療機関 101 48 94 10 83 547 369 169 90 73 71

　割合（%）※1 (50.5%) (27.9%) (16.7%) (3.4%) (28.1%) (48.7%) (43.3%) (44.5%) (12.7%) (11.0%) (13.8%)

介護サービス施設・事業所 12 6 36 35 98 386 290 76 109 40 119

　割合（%）※1 (6.0%) (3.5%) (6.4%) (11.9%) (33.2%) (34.4%) (34.0%) (20.0%) (15.4%) (6.1%) (23.1%)

その他 20 14 117 255 132 294 196 75 396 291 392

　割合（%）※1 (10.0%) (8.1%) (20.8%) (86.7%) (44.7%) (26.2%) (23.0%) (19.7%) (55.9%) (44.0%) (76.0%)

1,857 1,266 6,158 10,053 11,452 47,278 22,954 3,164 13,529 11,309 48,563

個人宅 9 19 13 1,489 718 11,441 5,891 358 1,457 675 6,626

事業所 14 34 5 170 790 2,759 765 136 322 413 1,236

住民主体の通いの場 357 59 364 5,577 5,626 17,239 6,942 806 3,859 4,114 27,309

地域ケア会議等 1,284 1,013 5,676 1,789 1,664 9,080 6,221 1,534 6,256 4,503 5,424

その他 192 141 92 1,018 2,651 6,739 3,130 316 1,626 1,599 7,467

把握していない 1 0 8 10 3 20 5 14 9 5 501

431 110 1,410 1,885 3,152 29,596 12,577 1,702 3,948 3,679 13,336

個人宅 6 0 2 72 205 7,899 3,847 253 545 178 1,018

事業所 12 5 5 27 502 2,358 444 105 97 165 631

住民主体の通いの場 187 33 98 1,383 1,672 11,707 4,765 650 1,266 1,413 9,058

地域ケア会議等 161 65 1,294 221 264 3,461 2,153 547 1,579 1,290 796

その他 65 7 9 179 507 4,158 1,365 143 457 629 1,833

把握していない 0 0 2 3 2 13 3 4 4 4 0

医師 歯科医師 薬剤師 保健師

派遣回数（回）※3

その他

派遣実績の有無（市町村数）

派
遣
依
頼
先
の
有
無

（
市

町
村
数

）

派遣回数（回）※2

看護師
理学
療法士

作業
療法士

言語
聴覚士

管理栄養
士・栄養士

歯科
衛生士

有
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３．介護予防・生活支援サービス事業等 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

サービスを実施している市町村数をみると、従前相当サービスを実施している市町村数は、

訪問型で 1,605 市町村(92.2％)、通所型で 1,596 市町村（91.7％）であった。サービス A を

実施している市町村は、訪問型で 889市町村(51.1％)、通所型で 929（53.4％）であった。次

いで通所型サービス C を実施している市町村が多く、730 市町村(41.9％)であった。（図 5）

（資料編 P27～P31） 

 

図 5 サービスを実施している市町村数（令和５年 3月末時点） 

 

※１ 実施率＝実施市町村数／全市町村数 
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従前相当のサービス提供事業所（団体）数の内訳をみると、介護給付・予防給付の

指定事業所数は訪問型で 29,109 事業所、通所型で 36,611 事業所であった。従前相当

以外のサービス提供事業所（団体）数の内訳をみると、サービス Aの介護給付・予防給付

の指定事業所数は、訪問型で 11,928 事業所、通所型で 7,178事業所であった。（図 6）（資料

編P27～P31） 

 

図 6 サービス提供事業所（団体）数（令和５年 3月末時点）11 

 

 

介護予防・生活支援サービス事業のうち、国保連合会に委託している市町村数をみると、

従前相当サービスでは訪問型で 1,518市町村（94.6％）、通所型で 1,513市町村（94.8％）で

あり、サービス Aでは訪問型で 689市町村（77.5％）、通所型で 715市町村（77.0％）であっ

た。（図 7）（資料編P32） 

 

図 7 国保連合会に委託している市町村数（令和５年 3月の実績） 

 
 

※１ 実施率＝国保連合会に委託している市町村数／当該サービスを実施している市町村数 

 

 
11 事業所（団体）数は市町村において把握、計上したうち、重複を避けるため、各市町村内に所在する事業所（団

体）のみを集計したものである。 
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サービスの利用者数（実人数）をみると、訪問型で 410,857人、通所型で 737,604人、その他

生活支援では 59,166人であった。（図 8）（資料編 P33～P35） 

 

図 8 サービスの利用者数（実人数）（令和５年 3月の実績） 

 

 

介護予防ケアマネジメントを実施している市町村について類型をみると、介護予防ケア

マネジメント A では 1,576 市町村（90.5％）、介護予防ケアマネジメント B では 435 市町村

（25.0％）、介護予防ケアマネジメント Cでは 357市町村（20.5％）であった。（図 9）（資料編 P36） 

介護予防ケアマネジメントの実施件数は 622,963件、うち居宅介護支援事業所に委託して

いる件数は 261,684件であった。（表 13）（資料編 P36） 

 

図 9 介護予防ケアマネジメントの実施状況（令和５年 3月の実績） 

 

 

表 13 介護予防ケアマネジメントの実施件数（令和５年 3月の実績） 
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介護予防
ケアマネジメント
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「対象者の弾力化」について、「認定区分が要支援から要介護となっても、引き続きサービ

スＢ・サービスＤ・その他生活支援サービスのうち補助により実施されるものを利用する必要

があると貴市町村が認める者（継続利用要介護者）がいる」と回答した市町村は、137市町

村(17.6％)であった。（図 10）（資料編P37） 

継続利用要介護者の要介護度別人数（実人数）は、要介護１が 1,583人と最も多かった。

要介護１の継続利用要介護者のサービス利用状況は、その他生活支援サービス（配食）の

利用者が 787人と最も多かった。（表 14）（資料編P37～P38） 

 

図 10 認定区分が要支援から要介護となっても、引き続きサービスＢ・サービスＤ・その他

生活支援サービスのうち補助により実施されるものを利用する必要があると貴市町村が認める

者がいる市町村数（令和５年3月の実績） 

 

※割合は、訪問型サービス B（住民主体によるサービス）、訪問型サービス D（移動支援）、通所型サービス B（住民主体による
サービス）、その他生活支援サービス（見守り）、その他生活支援サービス（配食）、その他生活支援サービス（その他）のいずれ
か１つでも「実施あり」と回答した市町村数に対する割合である。 

 

 

表 14 継続利用要介護者のサービス利用状況（令和５年 3月の実績） 
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（２）生活支援体制整備事業 

日常生活圏域の考え方について、市町村圏域（第１層）と日常生活圏域（第２層）で、対象

となる圏域が同じ市町村数は 915市町村(52.6％)であった。（図 11）（資料編 P39） 

市町村圏域（第１層）と日常生活圏域（第２層）で、対象となる圏域が同じ自治体における

生活支援コーディネーター（SC）の配置人数は、合計で 1,863 人、協議体の数は、合計で

1,578箇所であった。（表 15）（資料編 P39） 

市町村圏域（第１層）と日常生活圏域（第２層）で、対象となる圏域が異なる自治体における

生活支援コーディネーター（SC）の配置人数は、市町村圏域（第 1層）で 1,414人、日常生活圏域

（中学校区域等）（第 2層）で 5,926人、協議体の数は、市町村圏域（第 1層）で 1,004箇所、日

常生活圏域（中学校区域等）（第 2層）7,413 箇所であった。（表 16）（資料編 P39） 

  

図 11 市町村圏域（第１層）と日常生活圏域（第２層）で、対象となる圏域が同じ市町村数

（令和５年 3月末） 

 

 

表 15 【市町村圏域（第１層）と日常生活圏域（第２層）で、対象となる圏域が同じ

自治体】生活支援コーディネーター（SC）の配置人数、協議体の数（令和５年 3月末） 

 

 

表 16 【市町村圏域（第１層）と日常生活圏域（第２層）で、対象となる圏域が異なる

自治体】生活支援コーディネーター（SC）の配置人数、協議体の数（令和５年 3月末） 
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